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平成１５年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  中央卸売市場 

 ２ 審査の方法 

 この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿

及び証拠書類の照合等を行うとともに、企業管理者から決算についての説明を聴取するなどの方

法により審査を実施した。 

 また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかどうかを検証した。 

 ３ 審査の期間  平成１６年６月１日から同年８月２７日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算諸表について 

 審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。 

 ２ 事業の全体に関する事項について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場、

１分場で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、市

場施設の整備並びに維持管理を行っている。 

平成１５年度における卸売業者の取扱数量は、前年度と比較して、水産物、青果物、食肉及び

花きでそれぞれ減少となっており、特に、水産物及び青果物では、昭和６２年度のピーク以降、

減少している。 

収支状況は、総収益２０７億６，１３３万余円、総費用２０７億６３８万余円で、５，４９４

万余円の純利益となっているものの、営業損益において２４億９，１９０万余円の損失を計上し

ている。 

市場は、平成１２年度から３年間にわたって使用料を値上げし、収益向上を図っているが、経

営比率が示すとおり、使用料の値上げ以降も、年々営業損失は拡大している。また、累積欠損金

は、平成１５年度末において１５１億８，３５８万余円となっている。 

資金状況は、４３億４，６８２万余円の当年度の資金不足を生じたため、累積資金剰余額は、

３３４億４，３８１万余円となっている。 

一方、市場を取巻く環境は、平成１６年６月に卸売市場法の一部を改正する法律（平成１６年

法律第９６号）が成立したことから、市場外流通の拡大に対応した商物一致取引などの緩和等が

実施され、市場運営に大きな変化を及ぼすものと想定される。さらに施設整備においては、今後

の豊洲新市場等の整備が市場財政に与える影響は極めて大きいものとなっている。 

市場はこれまで、事務事業の効率化等の内部努力、使用料改定等、財政の健全化に向けた取組
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みを実施しているが、今後とも、中長期的視点から、なお一層の取組みが必要である。 

 

第３ 経営状況の概要 

  １ 市場における取引の概況について 

   平成１５年度における取扱部類別卸売取扱量・売上金額は表１のとおりであり、取扱量は、生

鮮食料品が３０４万５，９４５トン、花きが２０億４，１９４万本（切花換算）と前年度と比べ

減少している。特に、水産物及び青果物では、図１に示すとおり昭和６２年度のピーク以降減少

しており、水産物の平成１５年度の取扱数量は、昭和６２年度の８９万トンに比べ２２％減少し

ている。同様に青果物においても、２９５万トンに比べ２３％減少している。これは加工食品の

普及増大等の要因により市場外流通が増加傾向にあり、その影響を受けて市場経由率が低下して

いるためである。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆１，８６１億１，１１９万余円、花きが９５５億１０万余円で、 

総売上金額は１兆２，８１６億１，１２９万余円である。 

これを前年度の総売上金額（１兆３，４４５億５，３２８万余円）と比較すると６２９億４，

１９９万余円（４．７％）減少している。 

 
 
 （表１）卸売業者の取扱部類別取扱量及び売上金額                                 
 

平成１５年度 平成１４年度 

（Ａ） （Ｂ） 
増      (△)      減 

部 類 

  取扱量 
      （t） 

  売上金額 
      （千円） 

  取扱量 
      （t） 

  売上金額 
      （千円） 

 取扱量 
     （t） 

   金  額 
    （千円） 

取扱量 
  （%）

 金 額 
 （%）

水産物 693,838 557,973,616 712,898 594,458,720 △ 19,060 △36,485,104 △ 2.7 △ 6.1

青果物 2,259,071 530,724,168 2,385,670 561,717,169 △126,599 △30,993,001 △ 5.3 △ 5.5

食 肉 93,036 97,413,406 96,363 91,173,149 △  3,327 6,240,257 △ 3.5 6.8

生鮮食料
品合計 3,045,945 1,186,111,190 3,194,931 1,247,349,038

△148,986
△61,237,848 △ 4.7 △ 4.9

花 き 万本
204,194

95,500,105 万本
204,719

97,204,249 万本
△   524

△ 1,704,144△ 0.3 △ 1.8

 

総  計 － 1,281,611,295 － 1,344,553,287 － △62,941,992 － △ 4.7

 
    （注）１ 金額は、消費税を含む。 

    （注）２ 花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数 

       である。



（表２）経営成績比較表

平成１５年度 平成１４年度

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 率(%)

(A) (B) (C)=(A)-(B) (C)/(B)×100

１　営業収益 14,157,984 14,497,486 △   339,502 △   2.3

２　営業外収益 6,301,613 6,670,268 △   368,655 △   5.5

３　特別利益 301,734 376,083 △    74,349 △  19.8

総　収　益 20,761,332 21,543,837 △   782,505 △   3.6

４　営業費用 16,649,889 16,928,396 △   278,507 △   1.6

５　営業外費用 3,511,036 4,116,911 △   605,875 △  14.7

６　特別損失 545,463 263,645 281,818 106.9

総　費　用 20,706,389 21,308,952 △   602,563 △   2.8

７　当年度純損益 54,943 234,884 △   179,941 △  76.6

増　　(△)　　減　　　　　　年　度

科　目

　２　経営成績について

　　　平成１５年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益

　　計算書参照）のとおり、総収益２０７億６,１３３万余円、総費用２０７億６３８万余円

　　で、差引き５，４９４万余円の純利益となっている。

　　（１）収益について

　　　　　市場事業収益は、表３のとおり、２０７億６，１３３万余円であり、その内訳は、

　　　　営業収益１４１億５，７９８万余円、営業外収益６３億１６１万余円、特別利益３億

　　　　１７３万余円である。

（図１）卸売業者の生鮮食料品の取扱量の推移
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 営業収益は、前年度と比較し、売上高割使用料が１億５，６００万余円、施設使用料が１億

１２０万余円、雑収益が８，２３０万余円の減少となり、総額で３億３，９５０万余円（２．

３％）減少している。これらは、売上高の減少、施設指定面積の減少などが原因である。 

 このうち、売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、食肉は前年度と比較して増加

しているものの、水産物、青果物及び花きは前年度より減少し、合計では１億５，６００万余

円（４．６％）減少している。 

 

 施設使用料は、主に、大田市場、築地市場及び北足立市場で卸売業者が合併したことに伴い、

事務室使用面積が減少し、徴収対象面積が全体で５７７．３㎡減少したことなどから、表５の

とおり前年度と比較して、１億１２０万余円（１．２％）減少している。 

 

 営業外収益は、前年度と比較し、３億６，８６５万余円（５．５％）減少している。 

 これは、主に、土地の賃貸料などの雑収益が１億７，８２２万余円増加したものの、一般会

計補助金が５億６，７９１万余円減少したためである。一般会計補助金の減少は、生鮮食料品

流通対策費の実績減、及び使用料軽減補てん費の見直しに伴う減などによるものである。 

 なお、一般会計補助金の内訳は、表６のとおりである。 

 特別利益は、豊島市場用地の売却による固定資産売却益３億１７３万余円を計上している。 

 
 
 
（表３）収益比較表                                                                

   平 成 １5 年 度    平 成 １4 年 度     増    (△)    減            年  度 
 
 
 
     科      目 

  金     額 
     (千円) 
     (Ａ) 

 構成比 
   （％） 

  金     額 
     （千円） 
     (Ｂ) 

 構成比 
   （％） 

  金    額 
    （千円） 
(Ｃ＝Ａ－Ｂ) 

    (C) 
率  ―×100 
(%) (B) 

 市場事業収益   20,761,332   100   21,543,838   100 △   782,506 △   3.6 

 営業収益   14,157,984    68.2   14,497,486    67.3 △   339,502 △    2.3  

 売上高割使用料    3,211,957    15.5    3,367,959    15.6 △   156,002 △    4.6 

 施設使用料    8,066,309    38.9    8,167,509    37.9 △   101,200 △    1.2 

 

 雑収益    2,879,716    13.9    2,962,017    13.7 △    82,301 △    2.8 

 営業外収益    6,301,613    30.4    6,670,268    31.0 △   368,655 △    5.5 

 受取利息及び配当金    3,641,388    17.5    3,620,706    16.8       20,682       0.6 

 一般会計補助金    2,387,303    11.5    2,955,217    13.7 △   567,914 △   19.2 

 国庫補助金          931     0.0          575     0.0          356      61.9 
 

 

 雑収益      271,990     1.3       93,770     0.4      178,220 190.1 

 

 特別利益      301,734     1.5      376,083     1.7 △    74,349 △   19.8 
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（表４）部類別・売上高割使用料比較 
 

区   分 平成１５年度 平成１４年度 増  (△)  減 

部   類 
金額（千円） 

(A) 

金額（千円） 

(B) 

金額（千円） 

(C)=(A)-(B) 

率(%) 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,372,618 1,470,413 △    97,995 △  6.7 

青 果 物 1,386,855 1,452,951 △    66,096 △  4.5 

食   肉 192,054 177,079 14,975 8.5 

生鮮食料品計 2,951,527 3,100,443 △   148,916 △  4.8 

花   き 235,630 240,706 △     5,076 △  2.1 

そ の 他 24,797 26,807 △     2,010 △  7.5 

合   計 3,211,957 3,367,959 △   156,002 △  4.6 

   （注） 金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売業者、 

仲卸業者及び関連事業者の合計である。 
 
 
 
     （表５）施設使用料徴収対象面積及び使用料 
 

    面        積   （㎡）    金     額  （千円） 

平成15年度 平成14年度  増( △)減 平成15年度 平成14年度 増( △)減 

 

 680,418.0  680,995.3 △ 577.3  8,066,309  8,167,509 △ 101,200 
 

     （注）１ 金額には、冷蔵庫分を含む。 

    （注）２ 面積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 

        
   （表６）一般会計補助金の内訳比較表  
                                                                （単位：千円） 
 

区              分 平成15年度 平成14年度 増 (△) 減 

  業務指導監督等事業費     1,940,289     2,016,685 △      76,396 

  施設管理費       297,765       292,902         4,863 

  生鮮食料品流通対策費       137,177       380,409  △    243,232 

  企業債利息等        12,072        13,907  △      1,835 

  使用料軽減補てん費             0 

 
      251,314  △   251,314 

 

     合              計     2,387,303     2,955,217 △    567,914 
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 （２）費用について 

 市場事業費は、表７のとおり、２０７億６３８万余円であり、その内訳は、営業費用が１６

６億４，９８８万余円、営業外費用が３５億１，１０３万余円、特別損失５億４，５４６万余

円である。 
 
 
   （表７）費用比較表 
 

     平 成 １５  年 度      平 成 １４  年 度        増  (△)   減            年 度 
 
 
 
    科    目 

  金     額 
      (千円) 
   (Ａ) 

 構成比 
 
  （％） 

  金     額 
      (千円) 
   (Ｂ) 

 構成比 
 
  （％） 

  金      額 
      (千円) 
 (Ｃ＝Ａ－Ｂ) 

   (C) 
率 －×100 
(%) (B) 

市場事業費  20,706,389   100  21,308,953   100 △  600,564 △    2.8 

営業費用  16,649,889    80.4  16,928,396    79.4 △  278,507 △    1.6 

管理費 11,154,890    53.9  11,274,700    52.9 △  119,810 △    1.1 

業務費 110,352     0.5     143,111     0.7 △   32,759 △   22.9 

減価償却費   5,132,175    24.8   5,177,173    24.3 △   44,998 △    0.9 

      

 

資産減耗費     252,471     1.2     333,411     1.6 △   80,940 △   24.3 

営業外費用 3,511,036    17.0   4,116,911    19.3 △  605,875 △   14.7 

生鮮食料品 
流通対策費 

 
    157,058 

 
    0.8 

 
    419,256 

 
    2.0 

 
△  262,198 

 
△   62.5 

支払利息及び 
企業債取扱諸費 

 
  3,337,726 

 
   16.1 

 
  3,642,603 

 
   17.1 

 
△  304,877 

 
△    8.4 

繰延勘定償却      15,095     0.1      16,662     0.1 △    1,567 △    9.4 

 

雑支出       1,156     0.0      38,390     0.2 △   37,234 △   97.0 

 

 

特別損失     545,463     2.6     263,645     1.2   281,818  106.9 
 

 

    営業費用は、前年度と比較し、管理費が１億１，９８１万余円、資産減耗費が８,０９４万余

円減少したことなどにより、２億７，８５０万余円（１．６％）減少している。 

 営業外費用は、前年度と比較し、生鮮食料品流通対策費が２億６，２１９万余円、支払利息

及び企業債取扱諸費が３億４８７万余円それぞれ減少したことなどにより、６億５８７万余円

（１４．７％）減少している。 

 特別損失は、食肉市場事務棟撤去に伴う固定資産除却費など５億４，５４６万余円を計上し

ている。 

 

なお、給与費、職員数等については表８のとおりとなっている。 
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（表８）給与費明細表                                                 

(単位：千円、人） 

  平成１５年度   平成１４年度    増   (△)  減  
区    分 

   金  額  金  額    金  額 

報      酬     208,471      189,355  19,116 

給      料 1,799,536 1,899,791 △   100,255 

手      当 1,460,986 1,605,283 △   144,297 

法定福利費      558,169      575,965 △    17,796 

     計 4,027,162 4,270,394 △   243,232 

職  員  数          413          436 △        23 

平均年齢      45歳 6月       45歳 8月   △        2月  

職員１人当 
たり給与額 

                  
        7,792 
 

                  
        7,980 

 
  △        188   

 

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

  （注）２  職員１人当たり給与額は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

（注）３  職員は、すべて損益勘定部門に所属している。 

 

 

 次に、事業の収益性を示す経営比率について見ると、表９のとおり、経営資本の効率性を示す

経営資本営業利益率は、前年度と同じ比率であるが、総収益に占める総費用の割合を示す総費用

対総収益比率については、０．８ポイント上昇している。また、業務の効率性を示す営業収益営

業利益率は、０．８ポイント低下しており、平成１２年度以降、年々悪化している。 

 

中央卸売市場の経営成績は以上のとおりであり、純損益の推移は、表１０のとおりであるが、

平成１２年度から３年間にわたって施設使用料を値上げ（平成１１年度と比較して、平成１２年

度８％、平成１３年度１４％、平成１４年度１６％）したにもかかわらず、営業損益において平

成１２年度以降、４年連続して損失が増加している。この営業収支の赤字は、昭和４２年度以降

連続して計上するなど厳しい状況にあり、この結果、累積欠損金は、別表１の比較損益計算書の

とおり、１５１億８，３５８万余円となっている。 
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 （表９）経営比率表  
                                                                             (単位：％） 
 

区  分 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 算  式 

 経 営 資 本 
 営業利益率 

△  0.5 △  0.5 △  0.6 △  0.7 △  0.7  営業利益 
 経営資本 

 営 業 収 益 
 営業利益率 

△ 23.4 △ 14.8 △ 15.6 △ 16.8 △ 17.6  営業利益 
 営業収益 

 

 総 費 用 対 
 総収益比率 

112.7 98.4 98.7 98.9 99.7  総 費 用 
 総 収 益 

 

 

 （注）  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

  

 （表１０）純損益の推移 

（単位：百万円） 

区    分 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 

純 損 益 △    2,361 322 296 234 54 

営業損益 △    3,101 △    2,018 △    2,193 △    2,430 △    2,491 

経常損益 △    2,361 322 804 122 298 

 

特別損益 0 0 △      507 112 △     243 

 

 ３ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

 資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１１のとおりである。 

 当年度における資本的収入は、１３億７，２２５万余円で、前年度と比較して、５億６，７

９０万余円減少している。これは、主に、その他資本収入が前年度と比較して土地売却額が減

少したことにより４億９，３５６万余円減少したことによるものである。 

 一方、資本的支出は１０７億３，４６４万余円で、前年度と比較して、４億５，２６１万余

円増加している。これは、主に、企業債償還金が３億５，５４８万余円減少したものの建設改

良費が８億１０７万余円増加したことによるものである。 
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   （表１１）資本的収支比較表 
                                                                           （単位：千円） 

項    目 
平成１５年度 

(Ａ) 

平成１４年度 

(Ｂ) 

増(△)減 

(Ａ－Ｂ) 

資 本 的 収 入 1,372,250 1,940,159 △    567,909 

企 業 債 1,358,686 1,406,577 △     47,891 

国 庫 補 助 金 0 26,453 △     26,453 

 

その他資本収入 13,564 507,128 △    493,564 

資 本 的 支 出 10,734,647 10,282,031 452,616 

建 設 改 良 費 5,216,696 4,415,622 801,074 

企 業 債 償 還 金 5,510,926 5,866,408 △    355,482 

 

国庫補助金返納金 7,024 0 7,024 

資 本 的 収 支 △    9,362,396 △    8,341,872 △  1,020,524 

   （注） 金額は、消費税を含む。 

 

 

 （２）資産及び負債・資本について 

 当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりであり、資産総額

６，３２０億１，４８４万余円、負債総額４４億７，４１６万余円、資本総額６，２７５億４，

０６８万余円となっている。 

 資産は、前年度（６，３８２億３，４１１万余円）と比較し、６２億１，９２７万余円（１．

０％）減少している。 

 これは主に、固定資産が１０億６，７９７万余円、流動資産が５１億３，８５１万余円それ

ぞれ減少したことによるものである。 

 固定資産の減少は、主に、豊洲新市場の整備に伴う建設仮勘定が３９億９，７３２万余円増

加したものの、有形固定資産が減価償却などにより、建物２９億８，８５０万余円、機械及び

装置１８億２，６１９万余円減少したことによるものである。流動資産の減少は、主に、前払

金が４億１４０万円増加したものの、現金預金が、５４億９，１１３万余円減少したことによ

るものである。 

 負債は、前年度（６２億８，４８９万余円）と比較し、１８億１，０７３万余円（２８．８％）

減少している。これは、主に、建設改良費未払金が１５億３，７７８万余円減少したことによ

るものである。 

 資本は、前年度（６，３１９億４，９２１万余円）と比較し、４４億８５３万余円（０．７％） 

減少している。これは、主に、企業債の償還により、借入資本金が４１億４，９９２万余円減

少したことによるものである。 
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次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１２のとおりであり、企業債の未

償還残高は、８６８億６３５万余円であり、前年度（９０９億５，６２８万余円）と比較し、

４１億４，９９２万余円減少している。 

 また、支払利息等は、３３億３，７７２万余円であり、前年度（３６億４，２６０万余円）

と比較すると、発行利率の低下などにより３億４８７万余円減少している。 

 
    （表１２）企業債及び支払利息等の状況 
                                      （単位：千円） 

平 成 １ ５ 年 度 
区        分 

平成１５年度 
末残高(Ａ) 増    加 減    少 

平成1４年度 
末残高(Ｂ) 

増 (△) 減 
(Ａ－Ｂ) 

   企   業   債   86,806,357  1,361,000  5,510,926  90,956,283   △ 4,149,926 

区        分 平成１５年度支払額(Ｃ) 平成1４年度支払額(Ｄ) 増(△)減(Ｃ-Ｄ) 

企 業 債 利 息              3,323,988              3,625,976   △   301,988 

企業債取扱諸費                 13,737                 16,626   △     2,889 

 

支利 

  息 

払等      計              3,337,726              3,642,603   △    304,877 

 

 以上の結果を財務比率の推移でみると、表１３のとおり、短期支払能力を示す流動比率は、８

８９．９％で、平成１２年度以降、高い比率を維持している。財政基盤の安定性を示す自己資本

構成比率は、前年度より０．８ポイント増加し、８５．６％となっており、この比率を補完する

固定長期適合率も９４．５％となっており、良好に推移していると見ることができる。 

中央卸売市場の財政状態は以上のとおり良好なものとなっている。その理由は、神田市場等跡

地売却益等を原資とした建設改良積立金等を有しているためであり、これらの資金は今後の豊洲

新市場の建設や既存の老朽化した市場の施設整備の貴重な財源として有効に活用していかなけれ

ばならず、施設整備が市場財政に与える影響は極めて大きいものとなっている。 

 
  （表１３）財務比率の推移 

（単位：％） 
区        分 平成 11 年度 平成12年度平成13年度平成14年度平成 15 年度 算   式 

 流 動 比 率     126.3     639.4     981.6     701.3    889.9 
流動資産 
流動負債 

 自己資本構成比率      64.2      84.1      84.4      84.8      85.6 
自己資本 
総 資 本 

 固定長期適合率      91.3      92.5      93.7      94.0      94.5 
固定資産 
長期資本 

 

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

（注）２ 長期資本＝資本金＋剰余金 

 



（表１４）資金収支表
（単位：千円）

項 目 金 額 項 目 金 額

資本的支出（Ａ） 10,734,647 資本的収入(Ｂ） 1,372,250

翌年度繰越工事資金（Ｃ） 1,019,040 [資本的収支資金不足額]

計（Ｄ＝Ａ＋Ｃ） 11,753,687 (Ｅ＝Ｄ－Ｂ) 10,381,437

（補てん財源内訳）

当期純利益 54,943

損益勘定留保資金 5,731,827

   減価償却費 5,132,175

   固定資産除却費等 584,556

   企業債発行差金償却 15,095

消費税資本的収支調整額 247,846

計 （Ｆ） 6,034,617

収益的収支の資金剰余額

（Ｇ＝Ｆ） 6,034,617

当年度資金不足額

（Ｈ＝Ｅ－Ｇ）

合   計 （Ｄ） 11,753,687 合    計 (Ｂ＋Ｆ＋Ｈ） 11,753,687

4,346,820

　（３）資金収支について

　      資金収支の状況は、表１４のとおりである。

　      資本的収入は、１３億７，２２５万余円であり、これに対して資本的支出は、１０７億

      ３，４６４万余円であり、この資本的支出に翌年度繰越工事資金を加えた資本的収支資金

      不足額は１０３億８，１４３万余円となっている。

　      また、収益的収支においては、減価償却費等の損益勘定留保資金等の合計額６０億３，

      ４６１万余円が資金剰余となり、資本的収支と収益的収支を合わせた資金収支において

      ４３億４，６８２万余円の資金不足となっている。

　      この結果、累積資金剰余額は、表１５のとおり、３３４億４，３８1万余円となってい

      る。

支 出 収 入
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  （表１５）累積資金推移表 
                                                                              （単位：千円) 

    区   分 平成11年度   平成12年度  平成13年度  平成14年度 平成15年度 

当年度資金剰余（△）不足額△204,986,059 △ 6,953,551 △ 7,471,925 △ 2,174,882 △ 4,346,820 

累 積 資 金 剰 余 額  54,390,991   47,437,439   39,965,514   37,790,632  33,443,812 

 

 ４ 建設改良事業について 

 中央卸売市場では、平成１３年１２月に第７次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１３

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

 平成１５年度の建設改良事業の執行状況は、表１６のとおり、予算額１１７億１，０２５万余

円に対し、執行額は５２億１，６６９万余円で、執行率は４４．５％となっている。 

 
  （表１６） 建設改良事業執行状況 
                                                   （単位：千円、％） 

    項        目 予 算 額 
(Ａ) 

執 行 額 
(Ｂ) 

執行率 
(Ｂ／Ａ) 

翌年度への 
繰越額(Ｃ) 

不 用 額 
(Ａ)-(Ｂ+Ｃ) 

  建 設 改 良 事 業   11,710,254    5,216,696    44.5   1,019,040     5,474,518 

 施 設 拡 張 事 業   10,956,460  4,828,301    44.1   1,019,040 5,109,119 

 施 設 改 良 事 業      745,074      381,108    51.2           0       363,965 

 

 

 資 産 購 入 費        8,720        7,286    83.6           0        1,434 

 

 施設拡張事業は、予算額１０９億５，６４６万余円に対し、執行額は４８億２，８３０万余円

で、執行率は４４．１％となっており、翌年度への繰越額は、１０億１，９０４万余円となって

いる。 

 その主な内訳は、豊洲新市場関係の施設拡張事業であり、港湾局に６９億４，４５６万余円施

行委任しており、不用額は３１億５，０３８万余円である。これは、主に、豊洲新市場建設に係

る防潮護岸整備工事において工法の見直しを行ったことに伴う工事費の縮減によるものである。 

 施設改良事業は、大田市場集中監視制御設備改良工事（６，４４６万円）ほか３３件の改良工

事が行われ、予算額７億４，５０７万余円に対し、執行額は３億８，１１０万余円で、執行率は

５１．２％となっている。執行率が低い理由は、設備の使用年数を延長するなど経費節減に努め

たことによるものである。 



　（別表１）

比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

金　　　額 金　　　額
（Ａ） （B）

14,157,984,302 14,497,486,138 △ 339,501,836 △ 2.3

売 上 高 割 使 用 料 3,211,957,687 3,367,959,169 △ 156,001,482 △ 4.6

施 設 使 用 料 8,066,309,663 8,167,509,414 △ 101,199,751 △ 1.2

雑 収 益 2,879,716,952 2,962,017,555 △ 82,300,603 △ 2.8

16,649,889,784 16,928,396,576 △ 278,506,792 △ 1.6

管 理 費 11,154,890,772 11,274,700,529 △ 119,809,757 △ 1.1

業 務 費 110,352,028 143,111,097 △ 32,759,069 △ 22.9

減 価 償 却 費 5,132,175,459 5,177,173,332 △ 44,997,873 △ 0.9

資 産 減 耗 費 252,471,525 333,411,618 △ 80,940,093 △ 24.3

△ 2,491,905,482 △ 2,430,910,438 △ 60,995,044 △ 2.5

6,301,613,885 6,670,268,662 △ 368,654,777 △ 5.5

受 取 利 息 及 び
配 当 金

3,641,388,984 3,620,706,325 20,682,659 0.6

一 般 会 計 補 助 金 2,387,303,000 2,955,217,000 △ 567,914,000 △ 19.2

国 庫 補 助 金 931,000 575,000 356,000 61.9

雑 収 益 271,990,901 93,770,337 178,220,564 190.1

3,511,036,564 4,116,911,943 △ 605,875,379 △ 14.7

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

157,058,195 419,256,463 △ 262,198,268 △ 62.5

支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費

3,337,726,516 3,642,603,389 △ 304,876,873 △ 8.4

繰 延 勘 定 償 却 15,095,710 16,662,000 △ 1,566,290 △ 9.4

雑 支 出 1,156,143 38,390,091 △ 37,233,948 △ 97.0

298,671,839 122,446,281 176,225,558 143.9

301,734,812 376,083,886 △ 74,349,074 △ 19.8

特 別 利 益 301,734,812 376,083,886 △ 74,349,074 △ 19.8

545,463,307 263,645,322 281,817,985 106.9

特 別 損 失 545,463,307 263,645,322 281,817,985 106.9

54,943,344 234,884,845 △ 179,941,501 △ 76.6

15,238,530,457 15,473,415,302 △ 234,884,845 △ 1.5

15,183,587,113 15,238,530,457 △ 54,943,344 △ 0.4

特 別 利 益

金　　  額 率
(C/B)×100C＝(Ａ－Ｂ)

営 業 外 費 用

　　　（単位：円、％）
年　度 増　（△）　減

特 別 損 失

　科　　目

営 業 収 益

経 常 損 益

営 業 費 用

営 業 損 益

営 業 外 収 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
（Ａ） （B）

593,018,498,249 93.8 594,086,473,527 93.1 △ 1,067,975,278 △ 0.2

352,681,668,196 55.8 353,725,053,981 55.4 △ 1,043,385,785 △ 0.3

土 地 164,149,765,805 26.0 164,158,925,973 25.7 △ 9,160,168 △ 0.0

立 木 718,291,350 0.1 718,291,350 0.1 0 0  

建 物 136,068,648,223 21.5 139,057,156,793 21.8 △ 2,988,508,570 △ 2.1

構 築 物 11,892,064,064 1.9 12,144,103,040 1.9 △ 252,038,976 △ 2.1

機 械 及 び 装 置 31,064,826,321 4.9 32,891,020,947 5.2 △ 1,826,194,626 △ 5.6

車 両 運 搬 具 10,463,714 0.0 12,793,630 0.0 △ 2,329,916 △ 18.2

工具器具及び備品 95,164,611 0.0 57,643,738 0.0 37,520,873 65.1

建 設 仮 勘 定 8,682,444,108 1.4 4,685,118,510 0.7 3,997,325,598 85.3

9,402,053 0.0 30,419,546 0.0 △ 21,017,493 △ 69.1

施 設 利 用 権 2,901,982 0.0 23,919,475 0.0 △ 21,017,493 △ 87.9

電 話 加 入 権 6,500,071 0.0 6,500,071 0.0 0 0  

240,327,428,000 38.0 240,331,000,000 37.7 △ 3,572,000 △ 0.0

投 資 有 価 証 券 300,000,000 0.0 300,000,000 0.0 0 0  

出 資 金 6,000,000 0.0 6,000,000 0.0 0 0  

貸 付 金 240,021,428,000 38.0 240,025,000,000 37.6 △ 3,572,000 △ 0.0

38,937,014,430 6.2 44,075,528,072 6.9 △ 5,138,513,642 △ 11.7

36,795,584,902 5.8 42,286,717,140 6.6 △ 5,491,132,238 △ 13.0

預 金 36,795,584,902 5.8 42,286,717,140 6.6 △ 5,491,132,238 △ 13.0

682,626,918 0.1 631,633,799 0.1 50,993,119 8.1

営 業 未 収 金 46,816,585 0.0 14,492,770 0.0 32,323,815 223.0

営 業 外 未 収 金 490,783,975 0.1 567,448,204 0.1 △ 76,664,229 △ 13.5

そ の 他 未 収 金 12,035,958 0.0 49,692,825 0.0 △ 37,656,867 △ 75.8

1,852,610 0.0 1,857,133 0.0 △ 4,523 △ 0.2

そ の 他 貯 蔵 品 1,852,610 0.0 1,857,133 0.0 △ 4,523 △ 0.2

1,276,100,000 0.2 874,700,000 0.1 401,400,000 45.9

前 払 金 1,276,100,000 0.2 874,700,000 0.1 401,400,000 45.9

180,850,000 0.0 280,620,000 0.0 △ 99,770,000 △ 35.6

保 管 有 価 証 券 180,850,000 0.0 280,620,000 0.0 △ 99,770,000 △ 35.6

59,329,740 0.0 72,111,750 0.0 △ 12,782,010 △ 17.7

59,329,740 0.0 72,111,750 0.0 △ 12,782,010 △ 17.7

企 業 債 発 行 差 金 59,329,740 0.0 72,111,750 0.0 △ 12,782,010 △ 17.7

632,014,842,419 100   638,234,113,349 100   △ 6,219,270,930 △ 1.0

率
（Ｃ／Ｂ）×100

金　　  額
C=（Ａ－Ｂ）

企 業 債 発 行 差 金

　科　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未収消費税及び地
方 消 費 税 還 付 金

資　　産　　合　　計

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度 増　（△）　減

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

年　　度　　
（単位：円、％）

132,990,400 00.0 0   132,990,400 －
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
（Ａ） （B）

98,724,696 0.0 0 98,724,696 -

98,724,696 0.0 0 0   98,724,696 -

預 り 保 証 金 98,724,696 0.0 0 0   98,724,696 -

4,375,436,173 0.7 6,284,895,741 1.0 △ 1,909,459,568 △ 30.4

3,123,593,133 0.5 4,827,723,114 0.8 △ 1,704,129,981 △ 35.3

営 業 未 払 金 1,288,388,905 0.2 1,484,487,135 0.2 △ 196,098,230 △ 13.2

営 業 外 未 払 金 120,153,917 0.0 106,108,389 0.0 14,045,528 13.2

建設改良費未払金 1,591,729,427 0.3 3,129,510,777 0.5 △ 1,537,781,350 △ 49.1

そ の 他 未 払 金 123,320,884 0.0 107,616,813 0.0 15,704,071 14.6

0 0   178,957,500 0.0 △ 178,957,500 △ 100.0

未 払 消 費 税 0 0   178,957,500 0.0 △ 178,957,500 △ 100.0

219,408 0.0 121,176 0.0 98,232 81.1

営 業 外 前 受 金 219,408 0.0 121,176 0.0 98,232 81.1

1,251,623,632 0.2 1,278,093,951 0.2 △ 26,470,319 △ 2.1

預 り 保 証 金 1,251,623,632 0.2 1,278,093,951 0.2 △ 26,470,319 △ 2.1

4,474,160,869 0.7 6,284,895,741 1.0 △ 1,810,734,872 △ 28.8

322,639,005,531 51.0 317,681,406,671 49.8 4,957,598,860 1.6

235,832,648,358 37.3 226,725,122,971 35.5 9,107,525,387 4.0

固 有 資 本 金 2,180,981,776 0.3 2,180,981,776 0.3 0 0   

繰 入 資 本 金 24,922,254,586 3.9 24,922,254,586 3.9 0 0   

組 入 資 本 金 208,729,411,996 33.0 199,621,886,609 31.3 9,107,525,387 4.6

86,806,357,173 13.7 90,956,283,700 14.3 △ 4,149,926,527 △ 4.6

企 業 債 86,806,357,173 13.7 90,956,283,700 14.3 △ 4,149,926,527 △ 4.6

304,901,676,019 48.2 314,267,810,937 49.2 △ 9,366,134,918 △ 3.0

46,690,481,718 7.4 47,004,034,593 7.4 △ 313,552,875 △ 0.7

受 贈 財 産 評 価 額 4,839,598,157 0.8 4,842,958,724 0.8 △ 3,360,567 △ 0.1

国 庫 補 助 金 41,816,930,195 6.6 42,127,122,503 6.6 △ 310,192,308 △ 0.7

工 事 負 担 金 22,474,725 0.0 22,474,725 0.0 0 0  

その他資 本剰 余金 11,478,641 0.0 11,478,641 0.0 0 0  

258,211,194,301 40.9 267,263,776,344 41.9 △ 9,052,582,043 △ 3.4

減 債 積 立 金 5,520,378,703 0.9 9,672,618,930 1.5 △ 4,152,240,227 △ 42.9

建 設 改 良 積 立 金 263,875,932,571 41.8 268,831,217,731 42.1 △ 4,955,285,160 △ 1.8

貸 付 資 金 積 立 金 3,998,470,140 0.6 3,998,470,140 0.6 0 0  
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

627,540,681,550 99.3 631,949,217,608 99.0 △ 4,408,536,058 △ 0.7

632,014,842,419 100   638,234,113,349 100   △ 6,219,270,930 △ 1.0

増　（△）　減

0   

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表
（単位：円、％）

率
（Ｃ／Ｂ）×100

年　　度　　

　科　　目

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

0.415,238,530,457 54,943,3442.4

自 己 資 本 金

△15,183,587,113 2.4

資　　本　　合　　計

△

負 債 資 本 合 計

未 払 金

未 払 消 費 税

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

預 り 金

剰 余 金

資 本 金

負　　債　　合　　計

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度
金　　  額
C=（Ａ－Ｂ）

流 動 負 債

前 受 金
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